
【機密性1情報】 様式3-4

公益
法人
の区
分

国所管、
都道府県
所管の区

分

応札・
応募者

数

独立行政法人日本スポーツ
振興センター国立競技場将
来構想有識者会議(第6回)の
会場使用

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　河野一郎
東京都港区北青山2-8-35

H27.7.6
東京プリンスホテル
東京都港区芝公園3-3-1

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
必要な要件を満たす会場に対して
確認を行った結果、会議開催日に
借用可能な会場が他になかったた
め。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

3,039,120 － 0 － － －

財務会計システムの
Internet Explorer11対応確
認調査の実施

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　河野一郎
東京都港区北青山2-8-35

H27.7.8
NECネクサソリューション
ズ株式会社
東京都港区三田1-4-28

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
本システムのコアシステムの著作
権は契約相手方に帰属しており、
プログラムのソースコードは容易
に公開されないものであることか
ら、履行可能なものが限定される
ため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

1,593,000 － 0 － － －

厚生年金一元化に伴う人事
給与システムソフトのプロ
グラム改修

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　河野一郎
東京都港区北青山2-8-35

H27.7.15
株式会社日立システムズ
東京都品川区大崎1-2-1

【会計規則第18条第4項：競争に付
することが不利と認められる場
合】
当該システムは契約相手方が提供
するパッケージソフトを元に、導
入当初のセンターの体系やその後
の制度改正に合わせカスタマイズ
や改修を実施してきているもので
あり、既導入システムとの間で互
換性や連接性を確保する必要があ
るため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

6,912,000 － 0 － － －

法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター

契約金額
（単位：円）

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公開（物品･役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

随意契約によることとした業務方
法書又は会計規程等の根拠規程及
び理由

予定価格
（単位：円）

落札率
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備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

随意契約によることとした業務方
法書又は会計規程等の根拠規程及
び理由

予定価格
（単位：円）

落札率

スポーツ振興投票事業にお
ける広報・広告宣伝業務
（広告宣伝 2015年8・9月施
策）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　河野一郎
東京都港区北青山2-8-35

H27.7.31
株式会社電通
東京都港区東新橋1-8-1

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
取引基本契約に基づく個別契約の
ため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

455,700,000 － 0 － － －

toto販売・払戻システム改
善対応（KDDIサービス拡充
対応（論理設計以降））

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　河野一郎
東京都港区北青山2-8-35

H27.7.31
日本ユニシス株式会社
東京都江東区豊洲1-1-1

【会計規則第18条第4項：競争に付
することが不利と認められる場
合】
現に契約履行中のシステム運用保
守業務の契約相手方以外が履行し
た場合、障害発生時の問題箇所特
定が困難になる等、著しく不利な
契約となる虞があるため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

79,731,777 － 0 － － －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


